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( 5め発明の名称 ヒー トポンプュニッ トを具えた乾燥排ガス循環式乾燥システム

(57) Abstract: [Problem] develop a drying system
o f a dry exhaust gas circulation type equipped with a
novel heat pump unit, wherein cyclic use o f dry ex
haust gas i s enabled, and energetic efficiency i n the
whole drying system i s improved and furthermore
cost reduction i s realized. [Solution] The drying sys
tem i s characterized i n that an evaporator in the heat
pump unit i s cyclically supplied with acting water as a
heat source medium, and a scrubber device for clean
ing the dry exhaust gas exhausted from a dryer i s pro
vided such that the cleaned dry exhaust gas (gas
which has been cleaned) i s partially or entirely sent
again t o the heat pump unit, warmed there and there
after supplied t o the dryer a s drying gas.

(57) 要約：[課題] 乾燥排ガスを循環使用
することを可能にするとともに、乾燥シス
テム全体としてのエネルギー効率が高 く、
更にコス トダウンを実現することのでき
る、新規なヒー トポンプユニッ トを具えた
乾燥排ガス循環式乾燥システムの開発を技
術課題とした。 [解決手段] ヒー トポ
ンプユニッ トにおける蒸発器には、熱源媒
体としての作用水が循環供給されるもので
あり、乾燥機から排気された乾燥排ガスを
洗浄するためのスクラバ装置が具えられ、

洗浄後の乾燥排ガス （洗浄済気体）の一部または全てが再びヒー トポンプュニッ 卜に送 られて昇温され
た後、乾燥気体として乾燥機に供給されるように構成されていることを特徴として成る。



明 細 書

発明の名称 ：

ヒー トポンプュニットを具えた乾燥排ガス循環式乾燥システム

技術分野

[0001 ] 本発明は流動層乾燥機や回転 ドラム式乾燥機等の熱風乾燥装置に関するも

のであり、特に乾燥排ガスを乾燥気体として循環使用することのできるヒ一

卜ポンプュニッ卜を具えた乾燥排ガス循環式乾燥システムに係るものである

背景技術

[0002] 近時、環境保全の取り組みが盛んになつてきており、更に省エネルギ一 （

いわゆる省エネ）の観点から、乾燥装置において熱源としてヒー トポンプュ

ニッ卜を適用することが試みられている。

具体的には、いわゆるバンド乾燥機に対 して、フロン系の冷媒を使用した

ヒー トポンプュニッ卜が適用された装置が開発されている （例えば特許文献

参照）。

[0003] ところで前記バンド乾燥機は、被処理物が乾燥室内に配されたネットコン

べャ等の軌道上を移動する際に、乾燥気体と接触 して乾燥が行われるもので

あり、ネットコンペャを多段に具えることにより、長時間での処理が可能と

されたものである。

一方、比較的短時間で処理が行われる流動層乾燥機や回転 ドラム式乾燥機

等の熱風乾燥装置においては、その熱源にヒー トポンプュニッ卜を適用する

ことは現実的ではなかった。

[0004] 具体的には流動層乾燥機等にあっては、被処理物の乾燥機内での滞留時間

(処理時間）が短く、更に乾燥初期の段階で高温の乾燥気体が必要とされる

ため、フロン系の冷媒を使用したヒ一 卜ポンプでは得られる熱風の温度が 5

0 °C程度であり、短時間で乾燥するのに必要な温度が得られないことから、

乾燥機を大型化する等 して対応する必要があり、効率的な運転をすることが



で きず、かえってコス 卜上昇 を招いて しまうこととなるのである。

[0005] そこで本出願人は、熱風乾燥装置 に対 して高温の乾燥気体 を供給するため

の機器 と して ヒ一 卜ポ ンプュニ ッ 卜を適用することを可能 にするとともに、

乾燥 システム全体 と してのエネルギー効率が高 く、更に高エネルギー効率で

安定 した運転 を行 うことので きる、新規な ヒー トポ ンプユニ ッ トと昇温装置

とを具 えた乾燥 シ ステ ム を開発 し、既 に特許出願 に及んでいる （特許文献 2

参照）。

そ して本出願人は、 その後 もこの種の ヒー トポ ンプュニ ッ 卜を具 えた乾燥

システムの研究開発 を継続 してお り、特 に乾燥排 ガスを乾燥気体 と して循環

使用することに着 目 した。 これは、乾燥排 ガスを外部 に排気する際には臭気

成分や揮発性有機化合物の除去装置が必須 とな り、 これ らの装置の稼働率 を

低減 させた り、小規模のもの とすることによ りコス トダウンが可能 となるこ

とを期待 したものである。 また乾燥排 ガス中に含 まれる熱 を余す ことな く有

効利用することによ り、更なるコス トダウンが可能 となることも期待 される

[0006] そ して上述のような乾燥排 ガスの循環使用を実現するためには、以下のよ

うな課題が存在する。

まず、乾燥排 ガスには、被処理物の乾燥過程で微粉が混入 して しまうこと

は避 け られず、 このため乾燥排 ガスを循環使用するためには微粉 を高効率で

除去する必要がある。

また、被処理物か らは、臭気成分や揮発性有機化合物が気化 して乾燥排 ガ

ス に含 まれるため、 これ ら臭気成分や揮発性有機化合物が循環使用する気体

中に存在すると、臭気成分が被乾燥物 に再付着 した り、揮発性有機化合物が

ヒ一 卜ポ ンプの凝縮器 に悪影響 を引 き起 こ して しまう。

更にまた、二酸化炭素 を冷媒 と して用いる ヒー トポ ンプュニ ッ 卜の場合、

乾燥機 か ら排気される乾燥排 ガスの温度が 5 0 °C以上 と高温 となるような と

きには、乾燥排 ガスを直接、 ヒ一 卜ボ ンプュニ ッ 卜における凝縮器 に供給す

ることは、乾燥 システム全体の効率 を考慮 した場合、 メ リッ トが少ないもの



となって しまう。

したがって乾燥機に供給される乾燥気体の温度が、 1 o o °c 前後であるこ

とが要求されるような乾燥システムの場合、二酸化炭素を冷媒として用いる

ヒー トポンプュニッ卜を用いるとともに、乾燥排ガスを乾燥気体として循環

使用するためには、乾燥排ガスから臭気成分や揮発性有機化合物を除去 し、

更に冷却する必要がある。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：特許第 3 9 5 7 6 5 2 号公報

特許文献2 ：特願 2 0 0 9 _ 4 0 6 9 9

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] 本発明はこのような背景からなされたものであって、熱風乾燥装置に対 し

て高温の乾燥気体を供給するための機器としてヒー トポンプュニッ卜が適用

された乾燥システムにおいて、スクラバを具えることにより脱臭装置などの

排ガス処理設備で処理する排ガス量を低減 しつつ、乾燥排ガスを循環使用す

ることを可能にするとともに、乾燥システム全体としてのエネルギー効率が

高く、更にコス トダウンを実現することのできる、新規なヒー トポンプュニ

ッ卜を具えた乾燥排ガス循環式乾燥システムの開発を技術課題としたもので

ある。

課題を解決するための手段

[0009] すなわち請求項 1記載のヒー 卜ポンプュニッ卜を具えた乾燥排ガス循環式

乾燥システムは、乾燥機と、この乾燥機に乾燥気体を供給するための給気機

構とを具えた乾燥システムであって、前記乾燥機は熱風乾燥機であり、また

前記給気機構はヒ一 卜ポンプュニッ卜が具えられたものである乾燥システム

において、

前記ヒ一 卜ポンプュニットにおける蒸発器には、熱源媒体としての作用水が



循 環 供 給 され る もの で あ り、

また前 記乾 燥機 か ら排 気 され た乾 燥 排 ガス を洗 浄 す るため の ス クラバ装 置

が具 え られ、 洗 浄後 の乾 燥 排 ガスの一部 また は全 て が再 び ヒ一 卜ボ ンプュ

ニ ッ 卜に送 られ て昇 温 され た後 、 乾 燥 気体 と して乾 燥機 に供 給 され る よ うに

構 成 され て い る こ とを特 徴 と して成 る もの で あ る。

[001 0] また請 求項 2 記載 の ヒ一 卜ボ ンプュ ニ ッ 卜を具 えた乾 燥 排 ガス循 環 式乾 燥

シ ステ ム は、 前 記 要 件 に加 え、 前 記 ス クラバ装 置 には、 乾 燥 排 ガスか らス ク

ラバ 水 に移 動 した熱 を、 前 記 作 用水 に移 動 させ るため の熱 交換機 構 が具 え ら

れ て い る こ とを特 徴 と して成 る もの で あ る。

[001 1] 更 に また請 求項 3 記載 の ヒー トポ ンプュ ニ ッ 卜を具 えた乾 燥 排 ガス循 環 式

乾 燥 シ ステ ム は、 前 記 要 件 に加 え、 前 記 ス クラバ装 置 は複 数機 が具 え られ て

い る こ とを特 徴 と して成 る もの で あ る。

[001 2 ] 更 に また請 求項 4 記載 の ヒー トポ ンプュ ニ ッ 卜を具 えた乾 燥 排 ガス循 環 式

乾 燥 シ ス テ ム は、 前 記 要 件 に加 え、 前 記 ス ク ラ バ 装 置 の後 段 に、 乾 燥 排 ガ ス

の熱 を作 用水 に移 動 させ るため の熱 交換 器 が具 え られ て い る こ とを特 徴 と し

て成 る もの で あ る。

[001 3 ] また請 求項 5 記載 の ヒー トポ ンプュ ニ ッ 卜を具 えた乾 燥 排 ガス循 環 式乾 燥

シ ス テ ム は、 前 記 要 件 に加 え、 前 記 ス クラバ装 置 内 に位 置 す る洗 浄 水 と して

、 前 記 作 用水 が用 い られ る こ とを特 徴 と して成 る もの で あ る。

そ して これ ら各 請 求項 記載 の発 明 の構 成 を手 段 と して前 記 課題 の解 決 が 図

られ る。

発 明 の効 果

[0014] まず請 求項 1 記載 の発 明 に よれ ば、 乾 燥 排 ガス は ス クラバ装 置 に よ って洗

浄 され るため臭 気成 分 や揮 発性 有機 化 合物 を除去 す る こ とが で き、 乾 燥 気体

と して再 利 用 す る こ とが可 能 とな る。 この ため乾 燥 排 ガスの外部 へ の排 気量

を、 著 しく削減 す る こ とが で き、 脱 臭装 置 な どの排 ガス処理 設備 を小規 模 な

もの で済 ます こ とが で き、 設備 の簡 素 化 を実現 す る こ とが で きる。

[001 5] また請 求項 2 記載 の発 明 に よれ ば、 乾 燥 排 ガス 中の微 粉 が、 熱 交換 器 の伝



熱 面 に付 着 す る こ と に よ る伝 熱 阻 害 を 回避 して、 乾 燥 排 ガ ス の 熱 を高 効 率 で

作 用 水 に移 動 させ る こ とが で き る。

また ス ク ラバ 装 置 に よ り、 乾 燥 排 ガ ス か ら臭 気 成 分 や 揮 発 性 有 機 化 合 物 が

除 去 され る た め 、 脱 臭 装 置 な どの排 ガ ス処 理 設 備 を小 規 模 な も の で 済 ませ る

こ とが で き る。

更 に また乾 燥 シ ス テ ム 全 体 の ェ ネル ギ 一効 率 を 向 上 させ 、 低 ラ ンニ ン グ コ

ス 卜で の 運 転 が 可 能 とな る。

[001 6] 更 に また 請 求 項 3 記 載 の 発 明 に よれ ば、 乾 燥 排 ガ ス の 洗 浄 を よ り確 実 に行

し、、 また乾 燥 排 ガ ス 中 の 熱 量 の 回収 を よ り確 実 に行 い、 更 に また複 数 の ス ク

ラ 装 置 を経 た乾 燥 排 ガ ス の絶 対 湿 度 を よ り小 さ い値 とす る こ とが で き る た

め 、 乾 燥 排 ガ ス を、 乾 燥 シ ス テ ム へ の循 環 ガ ス と して よ り好 ま しい状 態 とす

る こ とが で き る。

[001 7 ] 更 に また 請 求 項 4 記 載 の 発 明 に よれ ば、 ス ク ラバ 装 置 に お い て ス ク ラバ 水

に移 動 しきれ な か った 熱 を、 作 用 水 に移 動 す る こ とが で き、 乾 燥 シ ス テ ム 全

体 の エ ネル ギ ー効 率 の 向 上 に よ り、 更 な る低 ラ ンニ ン グ コ ス 卜で の 運 転 が 可

能 とな る。

[001 8 ] 更 に また 請 求 項 5 記 載 の 発 明 に よれ ば、 ス ク ラバ 装 置 に お い て、 乾 燥 排 ガ

ス の 熱 が 直接 作 用 水 に移 動 す る た め 、 排 熱 回収 の構 成 を簡 素 化 す る こ とが で

き る。

また乾 燥 シ ス テ ム 全 体 の エ ネル ギ ー効 率 を 向 上 させ 、 低 ラ ンニ ン グ コ ス 卜

で の 運 転 が 可 能 とな る。

図面 の簡単 な説 明

[001 9] [ 図 1] _ 基 の ス ク ラバ 装 置 が具 え られ る よ う に して構 成 され た 本 発 明 の乾 燥 シ

ス テ ム を示 す プ ロ ッ ク図 で あ る。

[ 図 2] 二 基 の ス ク ラバ 装 置 が具 え られ る よ う に して構 成 され た 本 発 明 の乾 燥 シ

ス テ ム を を示 す プ ロ ッ ク図 で あ る。

[ 図 3 ] ス ク ラバ 装 置 と熱 交 換 器 が具 え られ る よ う に して構 成 され た 本 発 明 の乾

燥 シ ス テ ム を示 す プ ロ ッ ク図 で あ る。



[ 図4 ] スクラバ水が作用水 と して機能するように して構成 された本発明の乾燥

システムを示すプロック図である。

符 号 の 説 明

S 乾燥 システム

1 乾燥機

0 筐体

0 a ダク 卜

通 板

a 堰板

給気 口

A 給気 口

B 給気 口

3 投入 口

4 排気 口

5 排 出口

6 A 吹込 ファン

6 B 吹込 ファン

7 サイクロン

8 排気 フ ァ ン

9 排気 フ ァ ン

2 ヒ一 卜ポ ンプュニ ッ

2 A ヒ一 卜ポ ンプュニ ッ 卜

2 B ヒ一 卜ポ ンプュニ ッ 卜

2 2 膨張弁

2 3 蒸発器

2 4 圧縮機

3 作用水 タンク



3 ポ ンプ

3 2 ポ 、プ

3 3 フィル タ

5 スクラバ装置

5 A スクラバ装置

5 B スクラバ装置

5 0 筐体

5 伝熱管

5 2 スクラバ水

5 5 熱交換器

5 6 伝熱管

5 7 筐体

6 脱臭装置

D 0 洗浄済気体

D 乾燥気体

D 乾燥気体

D 2 乾燥気体

D 3 乾燥排 ガス

D 4 洗浄済気体

H 被処理物

M 作用水

T 温度セ ンサ

T 2 温度セ ンサ

T 3 温度セ ンサ

V ダンバ

V 2 ダンバ

V 3 三方弁

V 4 ダンバ



発明を実施するための形態

[0021 ] 本発明のヒー トポンプュニッ卜を具えた乾燥排ガス循環式乾燥システムの

形態は以下の実施例に示すとおりであるが、この実施例に対 して本発明の技

術的思想の範囲内において適宜変更を加えることも可能である。

実施例
[0022] 本発明のヒー トポンプュニッ卜を具えた乾燥排ガス循環式乾燥システムS

(以下、乾燥システムS と称す）は、乾燥機 1 と、この乾燥機 1 に乾燥気体

D を供給するための給気機構とを具えて成るものである。具体的には一例と

して図 1 に示すように、乾燥機 1 と、給気機構を構成するヒー トポンプュニ

ッ卜2 及びスクラバ装置 5 とが主要要素として具えられ、更に前記ヒ一 卜ポ

ンプュニッ卜2 に対 して熱源としての作用水Mを供給するための作用水タン

ク3 が具えられて構成されるものである。

また本発明の乾燥システムS は、乾燥機 1 として熱風乾燥機が適用される

ものであり、乾燥機 1 内での被処理物 Hの滞留時間 （処理時間）が短 く、更

に乾燥初期の段階で高温の乾燥気体 D 、 D 2 が必要とされる連続式の乾燥

機 1 による乾燥処理を、 ヒー トポンプュニッ卜2 を用いながらもエネルギー

効率が高く、更に安定 した状態で行うことができるようにしたものである。

以下、これら乾燥システムS の構成要素について詳 しく説明 し、続いて乾

燥システムS の作動態様を説明する。

[0023] まず前記乾燥機 1 は熱風乾燥機の一例である流動層乾燥機が適用される。

この乾燥機 1 は、筐体 1 0 内を乾燥のための処理空間とするものであり、処

理空間を上下に分割するように設けられた通気板 1 1 の下方から乾燥気体 D

( D 1、 D 2 ) が供給され、通気板 1 1上に位置する被処理物 H に流動層を

形成させながら乾燥を行うものである。

このため筐体 1 0 の下部には給気口 1 2 が形成され、また前方 （図 1 中、

左側）上部には投入口 1 3 が形成され、更に後方 （図 1 中、右側）上部には

排気口 1 4 が形成され、更に後方且つ通気板 1 1 よりも上方の個所に接続さ

れるダク ト1 0 a に対 して排出口 1 5 が形成される。



また乾燥機 1 の周辺機器として、吹込フアン 1 6 A 、吹込フアン 1 6 B、

サイクロン 1 7 及び排気ファン 1 8 が具えられるものであり、これらの接続

状態については後程、詳 しく説明する。

[0024] なおこの実施例では、前記通気板 1 1 の中程に堰板 1 1 a が設けられ、あ

る程度乾燥の進んだ被処理物 Hがこの堰板 1 1 a を乗り越えて次の乾燥段階

に移行するような構成が採られるものであり、このため通気板 1 1 の下方空

間も堰板 1 1 a の下方で分割され、それぞれの空間に給気口 1 2 A 、 B

が形成されるようにした。なお図示は省略するが、前記堰板 1 1 a を上方に

持ち上げることができる構成とし、適宜の時間間隔で解放することにより、

被処理物 Hの移動を行うようにしてもよい。

またこの実施例では、乾燥機 1 として流動層乾燥機が採用されたが、流動

層造粒乾燥機、バン ド乾燥機あるいは気流乾燥機等、他の熱風乾燥機を採用

することもできる。

[0025] 次に前記ヒー トポンプユニット2 について説明すると、このものは、凝縮

器 2 と、膨張弁 2 2 と、蒸発器 2 3 と、圧縮機 2 4 とを具えてヒ一 卜ボン

プサイクルを形成するものであり、一例として二酸化炭素を冷媒とするもの

が採用される。なお前記冷媒として二酸化炭素を採用することにより、 ヒ一

卜ポンプュニッ卜2 で昇温される乾燥気体 D の温度を高くすることができ

るものである。因みに現状では、二酸化炭素を冷媒としたヒー トポンプュニ

ッ卜2 が、乾燥気体 D の温度を 1 5 0 °C付近まで昇温することができるも

のとして実用化されているが、今後、他の冷媒を用いた同等の性能を有する

ヒー トポンプュニッ卜2 が実用化された場合には、これを採用することもで

きる。

[0026] 次に前記スクラバ装置 5 は、筐体 5 0 内に充填されたスクラバ水 5 2 中に

、乾燥機 1 から送られてくる乾燥排ガスD 3 を送り込み、被処理物 Hの乾燥

過程で乾燥排ガスD 3 に混入 した微粉、臭気成分、揮発性有機化合物をスク

ラバ水 5 2 によって捕捉することにより洗浄を行う装置である。

また前記筐体 5 0 内には伝熱管 5 が具えられており、乾燥排ガスD 3 か



らスクラバ水 5 2 に移動 した熱を、伝熱管 5 中を移動する流体に移動させ

る熱交換機構が構成されている。なお、スクラバ装置 5 としては、装置の上

部からスプレーでスクラバ水 5 2 を嘖射するスプレー式の装置や、サ ドル等

を充填 した冷却塔形式の装置を用いることができる。

[0027] そ して図 1 に示すように、前記乾燥機 1、 ヒー トポンプユニット2 、作用

水タンク3 及びスクラバ装置 5 を組み合わせて乾燥システムS が構成される

なおこの実施例では、乾燥機 1 に対 して温度の異なる乾燥気体 D 1、 D 2

が給気口 1 2 A 、 2 B に対 してそれぞれ供給される構成が採られるもので

ある。このためヒー トポンプュニッ卜2 における凝縮器 2 の入力側に吹込

ファン 1 6 A が管路によって接続され、更に凝縮器 2 1 の出力側に接続され

れる管路が分岐 して、それぞれ給気口 1 2 A 、 2 B に接続される。更に給

気口 1 2 B に接続される管路には、吹込ファン 1 6 B を具えた管路が接続さ

れることにより、乾燥気体 D 1 に外気を混入 して、温度の低下 した乾燥気体

D 2 とすることができるように構成されている。

[0028] また前記ヒ一 卜ポンプュニッ卜2 における蒸発器 2 3 の入力側は、管路に

よって作用水タンク3 に接続されるものであり、更に作用水タンク3 はスク

ラバ装置 5 における伝熱管 5 に接続される。また蒸発器 2 3 の出力側もス

クラバ装置 5 における伝熱管 5 に接続される。そして蒸発器 2 3 の入力側

と作用水タンク3 との間の管路にポンプ3 が具えられることにより、作用

水タンク3 、蒸発器 2 3 及び伝熱管 5 と続 く作用水Mの流路が形成される

なお前記作用水タンク3 には、内部に収容される作用水Mの温度を測定す

るための温度センサT が具えられる。

更にまた前記蒸発器 2 3 の出力側とスクラバ装置 5 との間の管路には三方

弁V 3 の弁体が接続され、更に残りの弁体は作用水タンク3 とスクラバ装置

5 との間の管路に接続される。

そしてこのような構成が採られることにより、乾燥排ガスD 3 から作用水



Mへの熱回収を行 う必要がない場合には、作用水Mがスクラ/ 《装置 5 を経由

せずに、作用水タンク3 と蒸発器 2 3 との間を流れるようにすることが可能

となる。

[0029] また前記 ヒー トポンプユニッ ト2 と、給気口 1 2 A との間の管路には、乾

燥気体 D の温度を計測するための温度センサ T 2 が具えられ、 この温度セ

ンサ T 2 の検出値に基づいて、適宜の制御装置により圧縮機 2 4 の動作状態

が調整され、温度センサ T 2 によって検出される乾燥気体 D 1 の温度が所定

の値 （一例 として 1 0 0 °C ) となるように自動制御される。

[0030] また前記給気口 1 2 B と吹込ファン 1 6 B との間の管路には、温度センサ

T 3 が具えられ、 この温度センサ T 3 の検出値に基づいて、適宜の制御装置

により吹込 フ ァン 1 6 B の動作状態が調整され、温度センサ T 3 によって検

出される乾燥気体 D 2 の温度が所定の値 （一例 として 9 0 °C ) となるように

自動制御される。

[0031 ] 更に前記乾燥機 1 における排気口 1 4 とスクラバ装置 5 との間を接続する

管路に対 して、サイクロン 1 7 及び排気ファン 1 8 が具えられる。

またスクラ/ く' 装置 5 における筐体 5 0 の上部には管路が接続されており、

この管路が分岐するとともに、一方の分岐路はダンバ V を介在させて脱臭

装置 6 に接続される。 また他方の分岐路はダンバ V 2 を介在させて吹込ファ

ン 1 6 A に接続される。

このような構成が採 られることにより、スクラバ装置 5 か ら流出する洗浄

済気体 D Oは、ダンバ V 1 とダンバ V 2 との開度のバランスが調節されるこ

とにより、それぞれに送 られる量が振 り分けられる。

そ して脱臭装置 6 に送 られた洗浄済気体 D Oは、排気フ ァン 1 9 によって

外部に放出される。一方、吹込 フ ァン 1 6 A 側 に送 られた洗浄済気体 D Oは

、ダンバ V 4 の開度に応 じた適量の外気が混入されて凝縮機 2 に送 られる

[0032] なお図示は省略するが、前記作用水タンク 3 に対 して、乾燥システ ム S の

周辺設備か ら排出される温排水等か ら余剰熱を回収することができる構成を



具えるように構成 してもよい。ここで前記周辺設備とは、乾燥システムS の

周辺設備のみならず、例えば同 じ工場内に設置された他の生産設備を構成す

る機器、更には他の工場内に設置された機器等をも含んだものとする。

[0033] また上述 した乾燥システム S は、 ヒー トポンプユニット2 を一基具えて構

成されたものであつたが、二基のヒ一 卜ポンプュニッ卜2 を具えることによ

り、各々の給気口 1 2 A 、 1 2 B に個別に乾燥気体 D 1、 D 2 を供給するよ

うにしてもよい。

[0034] 本発明の乾燥システムS は、一例として上述 したように構成されるもので

あり、以下、その作動態様について説明する。

( ) 乾燥気体の流れ

初めに乾燥気体 Dの流れについて説明する。まず洗浄済気体 D 0 (運転初

期状態では外気または管路内に位置する気体）が吹込フアン 1 6 A によりヒ

— 卜ポンプュニッ卜2 に送られ、ここで凝縮器 2 において昇温されて乾燥

気体 D 1 となる （一例として 1 0 0 °C ) 。この乾燥気体 D の一部は直接、

乾燥機 1 における給気口 1 2 A に送られ、残りの乾燥気体 D には外気が混

入されて乾燥気体 D 2 (—例として 9 0 °C ) となり、給気口 1 2 B に送られ

る。

そして筐体 1 0 内において被処理物 H に作用 した乾燥気体 D 1、 D 2 は、

被処理物 Hから水分等の揮発分を蒸発させて温度が低下 した乾燥排ガスD 3

(—例として 6 6 °C ) となり、排気ファン 1 8 によって排気口 1 4 から乾燥

機 1 の外部に排気される。

次いで乾燥排ガスD 3 はサイクロン 1 7 によつて被処理物 Hの乾燥粉等が

除去された後、スクラバ装置 5 内に位置するスクラバ水 5 2 内に供給される

。そして乾燥排ガスD 3 がスクラバ水 5 2 中を通過する過程で乾燥排ガスD

3 中に含まれる熱並びに微粉、臭気成分及び揮発性有機化合物等が、スクラ

バ水 5 2 に取り込まれることとなる。

このようにして乾燥排ガスD 3 は微粉等が除去されるとともに温度が低下

した （一例として 3 0 °C ) 洗浄済気体 D O となって循環使用されるものであ



り、吹込ファン 1 6 A によって吸引され、 ヒー トポンプユニット2 における

凝縮機 2 に供給される。

[0035] またヒー トポンプユニット2 は、凝縮器 2 に供給される洗浄済気体 D 0

の温度に応 じて、C O Pが変動するものであり、この実施例では、洗浄済気

体 D 0 の温度が 3 0 °CのときにC O P は一例として 3 . 4 となるため、この

ような状態でヒー トポンプュニッ卜2 を運転することにより、効率的な運転

が可能となり、乾燥システムS 全体のエネルギー効率が向上するのである。

なお洗浄済気体 D 0 の温度が 5 0 °C以上となったときには、乾燥システム

S 全体の効率を考慮 した場合、メリットが少ないものとなって しまう。

[0036] またこのとき、作用水タンク3 内の作用水Mの温度が常時一定水温となる

ように （一例として 3 0 °C ) 、温度センサT 1 の検出値に応 じて、温排水が

作用水タンク3 に供給される。

またヒ一 卜ポンプ2 には効率的に運転するための最適動作温度域が存在 し

、作用水Mの温度がこの最適動作温度 （一例として 3 0 °C ) に近 くなるよう

に設定されることにより、 ヒ一 卜ポンプュニッ卜2 は効率良く運転されるこ

ととなる。このため乾燥システムS 全体のエネルギー効率が向上するのであ

る。

なお洗浄済気体 D Oを全て外部に放出する場合には、ダンバV は開放 し

たままでダンバV 2 を全閉にして脱臭装置 6 に送り、ここで脱臭処理を行つ

た後、外部に放出する。

また洗浄済気体 D 0 を全て循環させる場合には、ダンバV を開放にした

ままで、ダンバV 1 を全閉にすることにより凝縮器 2 に洗浄済気体 D Oが

送られる。

[0037] ( 2 ) ヒー トポンプユニットの動作と作用水の流れ

次にヒ一 卜ポンプュニッ卜2 の動作と作用水Mの流れについて説明する。

前記ヒー トポンプュニッ卜2 においては、蒸発器 2 3 において外部の熱を

冷媒 （二酸化炭素等）に取り込み、更に圧縮機 2 4 により昇温 した後、凝縮

器 2 において熱を洗浄済気体 D Oに移動させてその昇温が行われる。そし



てこのような蒸発器 2 3 における外部熱源としては、作用水タンク3 から供

給される作用水Mが供されるものであって、蒸発器 2 3 に供給された作用水

Mは、冷媒 （二酸化炭素等）の気化にエネルギーを奪われて温度が低下 した

状態で蒸発器 2 3 から排出される。

そして作用水Mの温度は低下することとなるが、この作用水Mを再度 ヒ一

卜ポンプュニッ卜2 における熱源として供するためには、 3 0 °C前後に昇温

する必要がある。

このために本発明では、蒸発器 2 3 から排出される作用水M (—例として

2 5 °C ) は、スクラバ装置 5 における伝熱管 5 1 に送られるものであり、こ

こで作用水Mにはスクラバ水 5 の熱が移動 して昇温されることとなる (―

例として 3 0 °C ) 。

このとき、乾燥排ガスD 3 中の微粉が、伝熱管 5 1 の伝熱面に付着するこ

とによる伝熱阻害が回避され、乾燥排ガスD 3 の熱を高効率で作用水Mに移

動させることができる。

このようにして、乾燥排ガスD 3 の熱 （スクラバ水 5 を媒介）によって

昇温された作用水Mは、作用水タンク3 を経由して、再度 ヒー トポンプュニ

ッ卜2 に送られて洗浄済気体 D Oの昇温に供されるため、乾燥システム S 全

体のエネルギー効率が向上 し、低ランニングコス 卜での運転が可能となる。

[0038] ( 3 ) 被処理物の乾燥

なお乾燥機 1 に対 して供給された食品原料等の被処理物 Hは、まず給気口

1 2 A から吹き込まれる乾燥気体 D 1 ( 1 0 0 °C ) によって流動層が形成さ

れるとともに、水分等の揮発分が除去される。

やがて被処理物 Hは、乾燥の進行とともに自重が軽 くなり、堰板 1 1 a を

乗り越えて給気口 1 2 B から吹き込まれる乾燥気体 D 2 ( 6 0 °C ) の作用域

に入り込み、更に乾燥が進行 し、所望の乾燥状態となって排出口 1 5 から外

部に排出される。

[0039] 〔他の実施例〕

本発明は上述 した実施例を基本となる実施例とするものであるが、本発明



の技術的思想 に基づいて、以下に示すような形態 を採 ることもで きる。

[0040] 〔二基のスクラバ装置が具 え られるように して構成 された実施例〕

まず図 2 に示す乾燥 シ ステ ム S は、 スクラバ装置 5 0 を二基具 えたもので

あ り、 スクラバ装置 5 A の後段 にスクラバ装置 5 B が直列に配置 されて成 る

ものである。

具体的には、 スクラバ装置 5 A の伝熱管 5 とスクラバ装置 5 B の伝熱管

5 1 とを接続 し、更にスクラバ装置 5 A の筐体 5 0 上部 と、 スクラバ装置 5

B の筐体 5 0 下部 とを管路で接続するものである。

このような構成が採 られる場合、乾燥排 ガス D 3 は、 スクラバ装置 5 A に

次いでスクラバ装置 5 B おいても、 スクラバ水 5 2 による洗浄が成 されるた

め、 よ り確実 に微粉等 を除去することが可能 となる。 また乾燥排 ガス D 3 は

、 スクラバ装置 5 A におけるスクラバ水 5 2 及びスクラバ装置 5 B における

スクラバ水 5 2 に対 して熱 を移動 させるため、洗浄済気体 D 0 の温度 をよ り

低下させることが可能 となる。

例 えばスクラ/ 装置 5 B におけるスクラバ水 5 2 の温度 （水温）を外気の

露点温度未満 に維持すると、洗浄済気体 D O の温度 を、外気の露点温度未満

にまで下げることがで き、洗浄済気体 D O の絶対湿度 を、乾燥排 ガス D 3 の

絶対湿度 よ りも低下させることもで きる。

なお乾燥 システム S に三基以上のスクラ, く装置 5 を設 けてもよ く、更に複

数機 のスクラバ装置 5 を並列に配置するように してもよい。

[0041 ] 〔スクラバ装置 と熱交換器が具 え られるように して構成 された実施例〕

また図 3 に示す乾燥 シ ステ ム S は、 スクラバ装置 5 の後段 に、洗浄済気体

D 4 の熱 を作用水 M に移動 させるための熱交換器 5 5 が具 え られて成 るもの

である。

前記熱交換器 5 5 は、筐体 5 7 内に伝熱管 5 6 が配 されてお り、筐体 5 7

内を通過する洗浄済気体 D 4 と、伝熱管 5 6 内を通過する作用水 M との間で

熱交換が行われるように構成 されたものである。

このような構成が採 られる場合、 スクラバ装置 5 においてスクラバ水 5 2



に移動 しきれなかった熱を、作用水Mに移動することができ、乾燥システム

S 全体のエネルギー効率の向上により、更なる低ランニングコス 卜での運転

が可能となる。

[0042] 〔スクラバ水が作用水として機能するようにして構成された実施例〕

更にまた図4 に示す乾燥システムS は、スクラ/ く' 装置 5 内に位置するスク

ラバ水 5 2 として、前記作用水Mが用いられたものである。また三方弁V 3

と蒸発器 2 3 との間の管路にポンプ3 2 が具えられている。

そして前記筐体 5 0 内に、前記伝熱管 5 1 が具えられることなく、スクラ

バ装置 5 が構成されるものであり、この場合、スクラバ水 5 2 (作用水M )

に対 して、乾燥排ガスD 3 が直接接触するため、乾燥排ガスD 3 の熱がスク

ラバ水 5 2 (作用水M ) へ直接移動 し、排熱回収の効率を高めるとともに、

排熱回収のための構成を簡素化することができる。

なおこの実施例は、乾燥排ガスD 3 に、蒸発器 2 3 等に悪影響を及ぼす微

粉や成分が含まれていない場合を想定 したものであるが、作用水M (スクラ

バ水 5 2 ) に対 して微粉等が混入することが避けられない場合には、作用水

Mの循環経路のスクラバ装置 5 と作用水タンク7 3 とを繋 ぐ管路にフィルタ

3 3 を設けて、微粉等を除去するようにすればよい。

[0043] 〔その他の改変例〕

また上述 した複数の実施例は、スクラバ装置 5 や熱交換器 5 5 を排気ファ

ン 1 8 とダンバV との間に配置 して、乾燥機 1 から排出される乾燥排ガス

D 3 の全てをスクラバ装置 5 に供給するようにしたものであるが、ダンバV

2 と吹込ファン 1 6 A との間にスクラバ装置 5 や熱交換器 5 5 を配置 して、

循環使用するために分流 した乾燥排ガスD 3 のみをスクラバ装置 5 に供給す

るように構成 してもよい。



請求の範囲

乾燥機 と、 この乾燥機 に乾燥気体 を供給するための給気機構 とを具

えた乾燥 システムであ って、前記乾燥機 は熱風乾燥機 であ り、 また前

記給気機構 は ヒ一 卜ボ ンプュニ ッ 卜が具 え られたものである乾燥 シス

テムにおいて、前記 ヒー トポ ンプユニ ッ トにおける蒸発器 には、熱源

媒体 と しての作用水が循環供給 されるものであ り、 また前記乾燥機 か

ら排気された乾燥排 ガスを洗浄するためのスクラバ装置が具 え られ、

洗浄後の乾燥排 ガスの一部 または全てが再び ヒ一 卜ポ ンプュニ ッ 卜に

送 られて昇温 された後、乾燥気体 と して乾燥機 に供給 されるように構

成 されていることを特徴 とする ヒ一 卜ポ ンプュニ ッ 卜を具 えた乾燥排

ガ ス循環式乾燥 シ ステ ム。

前記スクラバ装置 には、乾燥排 ガスか らスクラバ水 に移動 した熱 を

、前記作用水 に移動 させるための熱交換機構が具 え られていることを

特徴 とする請求項 1 記載の ヒ一 卜ポ ンプュニ ッ 卜を具 えた乾燥排 ガス

循環式乾燥 シ ステ ム。

前記スクラバ装置は複数機 が具 え られていることを特徴 とする請求

項 1 または 2 記載の ヒー トポ ンプュニ ッ 卜を具 えた乾燥排 ガス循環式

乾燥 シ ステ ム。

前記スクラバ装置の後段 に、乾燥排 ガスの熱 を作用水 に移動 させる

ための熱交換器が具 え られていることを特徴 とする請求項 1 、 2 また

は 3 記載の ヒ一 卜ポ ンプュニ ッ 卜を具 えた乾燥排 ガス循環式乾燥 シス

テム。

前記スクラバ装置内に位置する洗浄水 と して、前記作用水が用い ら

れることを特徴 とする請求項 1 、 2 、 3 または 4 記載の ヒー トポ ンプ

ユ ニ ッ トを具 えた乾燥排 ガ ス循環式乾燥 システ ム。
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